
様式１

Ⅰ　団体の概要
（令和5年4月1日現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）
１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 公益社団法人静岡県畜産協会
所　　在　　地 静岡市葵区相生町14番26-3号 設立年月日 昭和49年4月1日
代　　表　　者 会長　　河原﨑　友二 県 所 管 課 経済産業部畜産振興課

運営する施設 静岡県家畜共同育成場(静岡県設置)の指定管理
団体ホームページ http://shizuoka.lin.gr.jp/

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）
静岡県 195,000 37.8  常勤役員 2  常勤職員  17 
静岡県経済連 72,670 14.1  うち県OB 1  うち県OB     - 
浜松市 20,360 4.0  うち県派遣     -  うち県派遣     - 
JAとぴあ浜松 13,820 2.7  非常勤役員 14  非常勤職員 6 
その他 213,560 41.4 役員 計 16 職員 計 23 

基本財産（資本金） 計 515,410 100.0 

区　分 内　　　　容

設立に係る根拠法令等 なし

団体の沿革

　平成14年4月1日に(社)静岡県家畜畜産物衛生指導協会(昭和49年4月1
日設立)と(社)静岡県畜産会(昭和30年12月19日設立)が合併し、名称を
(社)静岡県畜産協会と改め設立された。その後、平成18年3月には(社)静岡県
畜産物価格安定基金協会と合併し、平成24年3月に静岡県から公益社団法人
としての認可を受け、平成24年4月1日付けで公益社団法人静岡県畜産協会が
発足した。

　協会は、畜産業を営む者及びその組織する団体の健全化等に資する事業の実施を通して、家畜衛生の向上及び安
全な畜産物の生産性の向上に貢献し、もって国民に対し安全で安心な畜産物を安定的に供給することを目的とする。

　家畜自衛防疫の推進により家畜伝染病の発生を予防し、また、畜産経営の支援指導や畜産物の価格安定により畜
産経営の健全化を推進し、その結果、安定的な畜産物の生産が可能となり、以て県民の生活の安定を図る。また、県
家畜共同育成場において県内酪農家の後継牛を育成することにより、県内産牛乳の生産力を維持し、以て県民の生
活の安定を図る。

　団体を取り巻く社会
　経済環境の変化や
　新たな県民ニーズ

　農畜産物流通の国際化の伸展に伴う価格競争の激化、飼料や燃油等の価格高騰や、
畜産農家の減少に伴う生産力の低下が進む中、農家経営の安定化が重要課題となってい
る。
　また、県民は、安全・安心な県産畜産物の供給(地産地消)を求めている。

 行政施策と団体活動
 との関係（役割分
担）

　協会は、畜産経営技術の改善指導、家畜自衛防疫の普及推進、家畜共同育成場の
管理と後継牛の育成、家畜・畜産物の価格差補塡等の事業を実施する等、県の畜産施
策を補完する重要な役割を担っている。

 民間企業や他の団体
 との関係（役割分
担）

　様々な経営形態が混在する現在、補助事業実施や公共施設の管理運営において県全
体の窓口になれる組織は当協会しか無く、他団体は、地域や傘下の会員に対する直接的
な事業実施主体となっている。
　また、安定的な畜産経営を行うためには、経営コンサルタント等による経営分析や技術指
導が必要となるが、零細な畜産経営では、高額な費用を要する経営コンサルタントの利用
は困難であるため、当協会が、補助事業等を活用してその役割を果たしている。



４ 事業概要 （単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 R4 決算 R5 予算

合　　　計 565,251 563,253

自主事
業

死亡獣畜処理円
滑化事業

　畜産農家から発生する死亡獣畜の適正かつ円滑
な処理体制を確立するため、県、市町及び生産者
団体からの出資金等により設立された死亡獣畜処
理基盤強化基金を運用管理し、その運用益等を以
て死亡獣畜処理を民間業者に業務委託するととも
に、死亡獣畜の適正処理に関する指導を行う。…
(化製場等に関する法律)

24,100 11,611

国補助 家畜自衛防疫推
進事業

　自衛防疫強化のための関係機関推進調整会議、
予防注射実施率向上のための研修会等を開催す
る。
　口蹄疫、豚熱等の海外悪性伝染病が発生した場
合、飼養する家畜の淘汰に伴う損失を、生産者等が
互助補償する家畜防疫互助事業の推進を図る。…
(家畜伝染病予防法)

36,518 46,096

県委託 畜産経営技術指
導事業

　畜産経営の体質強化と高度化を図るため、経営
技術の診断分析、個別指導、集団指導及び経営
展開に必要な情報提供等を行う。

1,590 1,590

県補助 ふじのくに畜産フェア
開催事業

　優良家畜を一堂に集めた静岡県畜産共進会を開
催することにより、本県の家畜改良水準を広く示すと
ともに、家畜改良増殖の推進、家畜飼養管理の向
上、消費者の本県畜産への理解醸成を図る。

1,459 1,815

県補助 地域畜産振興事
業

　畜産農家の経営安定を図るため、経営指導を実
施する畜産コンサルタント職員の人件費の一部を助
成する。

17,704 18,725

県補助 ふじのくに酪農経営
安定化支援ヘル
パー事業

　酪農ヘルパー事業を実施するヘルパー利用組合の
事業推進やヘルパー要員の確保、養成を行う。
　酪農家の傷病時の支援対策として互助事業を実
施する。

5,042 7,339

県委託 家畜共同育成場
管理事業

　家畜資源(牛)の確保と畜産経営の安定並びに県
民に安全・安心な牛乳、乳製品及び牛肉の供給を
図るため、畜産業(牛)を営む経営体から子牛を預
り、放牧を通じて足腰の強い後継牛を育成する。…
(静岡県家畜共同育成場の設置及び管理に関する
条例)

252,422 212,624

県補助 肉用子牛補給金
事業

　肉用子牛の平均売買価格が、保証基準価格を下
回り合理化目標価格を上回った場合に、その差額を
補塡する。さらに、合理化目標価格を下回った場合
には、生産者積立金からその差額の9割を補塡す
る。…(肉用子牛生産安定等特別措置法)

10,017 22,701

その他
補助

肉用牛肥育経営
安定交付金制度
事業

　肥育牛1頭当たりの標準的販売価格が、標準的
生産費を下回った場合に、生産者積立金からその差
額の9割を補塡する。…(畜産経営の安定に関する
法律）

216,399 240,752



５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

目標（上段）及び実績（下段）

評価
85 85 85 85
73 74 77 （ R5 ）
100 100 100 100
137 135 100 （ R5 ）
110 110 190 160
110 110 136 （ R5 ）
70 70 70 70
69 66 63 （ R5 ）

※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価

指標の名称（単位） 目標値
（年度）R2 R3 R4

家畜防疫互助事業の加入農家率
(牛、豚)　（％） B

年間延べ預託頭数達成率　　
（％） A

畜産共進会出品点数　　　　　
（頭） C

酪農ヘルパー参加率　　　　　
（％） B

△ 　家畜防疫互助事業の加入農家率は、若干
改善したかのように見えるが、これは未加入農
家の廃業が多いためである。現在も経営に重
大な影響を及ぼす家畜伝染病の侵入のリスク
は高い状況にあるため、ことあるごとに事業の重
要性を啓発し、加入率の向上に努める。
　年間延べ預託頭数達成率は、飼料高騰に
よる預託農家の廃業が続くなか、人工授精の
導入等、預託農家の要望に対応した結果、
前年度並みの預託頭数を確保したが、わずか
に目標を下回った。
　畜産共進会出品点数は、新型コロナウイル
ス感染症の影響で、中止が続いていた乳牛の
部が再開されたが、計画出品点数を大きく下
回った。肉牛の部については、計画が達成され
た。
　酪農ヘルパー参加率は若干減少したが、理
由として、ヘルパー事業に参加している農家は
中小規模農家の割合が高く、高齢化による廃
業があったためである。本質的には、中小規模
農家の経営継続には酪農ヘルパー利用が不
可欠であり、そのため中小規模農家の事業参
加率を高めることが重要である。
　畜産農家の経営環境の厳しさが増す中、持
続可能な経営の確立のため、各事業の必要
性を説明し、参加を促していく。

△ 　家畜防疫互助事業は、依然、家畜伝染病
の侵入のリスクが高い状況にあることから、加入
率向上のための努力を期待する。
　家畜共同育成場の預託頭数は、高い計画
達成率で推移しており、令和4年度も計画を
ほぼ達成しているため、高く評価できる。
　畜産共進会出品点数は、新型コロナウイル
ス感染症拡大状況下で、安全性に十分配慮
し、肉牛の部に加えて乳牛の部も開催したこと
は評価できるが、近年の厳しい酪農経営状況
もあり、乳牛の部の出品頭数が少なく、現状に
あわせた計画や運営の工夫を進めてもらいた
い。
　酪農ヘルパーを必要としている農家は、雇用
を取り入れていない中小規模の個人経営の酪
農家である。個人経営の酪農家は年々減少
し続けているため、相対的に大規模法人経営
の比率が高くなっている。そのため、酪農ヘル
パー参加率が低下している理由は理解でき
る。　ただし、中小規模の酪農家の酪農ヘル
パー参加率を高めることは、生産基盤を維持し
ていくことに繋がることから、参加促進を進めて
もらいたい。



７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

８ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 　当協会で実施している事業は、全て畜産農

家経営の安定的な発展に寄与するものであ
り、畜産農家経営の安定は、県民への安全、
安心な畜産物の安定的な供給に繋がることで
ある。
　現在、畜産経営を取り巻く環境は、グローバ
ル化による外国産畜産物の輸入増、海外で
発生している悪性伝染病侵入リスクの増加、
飼料価格の高騰等厳しさを増す要因が多々
見られる。
　そのため、現在実施している事業や緊急対
策事業の取り組みは、必要不可欠であると考
える。
　上記の事業の実施主体としては、様々な経
営形態の農家に平等に事業展開をする必要
があり、また、経営技術指導等は、専門の知
識を有した職員の対応が必要であることから、
本協会が最も適した団体であると考える。

○ 　各種の畜産事業を全畜産農家を対象に全
県で一括して実施できる団体は、他に無く、畜
産農家や畜産関係団体にとって必須の団体で
あることから、必要性は非常に高い。

対応状況
団体記載 県所管課記載

-

-

-

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係るもの以外）



Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　
 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計
 事業費用

 事業外費用
 特別損失
 支出計

（ 単位：千円 ）

評価
(d-h) 5,768 3,946 ▲ 7,546 B

(a+b-e-f) 5,768 3,946 ▲ 7,546 B
公益目的事業会計 ▲ 660 ▲ 2,488 258
収益事業等会計 - -  - 
法人会計 6,428 6,434 ▲ 7,805 定期預金を公益目的の積立資産に振り替えたため

 剰余金 93,937 97,884 90,337 Ａ
※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等
 資産 828,743 870,772 910,378 1,005,921

 流動資産 116,083 92,031 91,300 58,992 

 固定資産 712,660 778,741 819,078 地域基金資産及び死亡獣畜資産の増 946,929 

 負債 582,866 620,948 668,101 775,548 

 流動負債 67,816 25,680 26,629 1,032 

 固定負債 515,050 595,268 641,472 地域基金資産及び死亡獣畜資産の増 774,516 

 正味財産/純資産 245,877 249,824 242,277 230,373 

 基本財産/資本金 151,940 151,940 151,940 151,940 

 剰余金等 93,937 97,884 90,337 78,433 

 運用財産             -             -             -             - 

(a) 1,675,487 535,235 563,119 579,575 

うち県支出額 344,080 58,210 96,281 飼料費高騰による指定管理料補填金の増 57,758 

(県支出額/事業収益) (20.5%) (10.9%) (17.1%) (10.%)

(b) 52,280 3,752 164,956 地域基金取崩 1,084 

うち基本財産運用益 969 618 326 353 

(c)             -             -             -             - 

うち基本金取崩額             -             -             -             - 

(d=a+b+c) 1,727,767 538,987 728,075 580,659 

(e) 1,675,824 535,030 572,710 580,659 

うち人件費 95,456 95,253 91,598 96,830 

(人件費/事業費用) (5.7%) (17.8%) (16.%) (16.7%)

(f)  46,175  11  162,911  地域基金無事戻し(返戻)  - 

(g)  -  -  -  - 

(h=e+f+g)  1,721,999  535,041  735,621  580,659 

収支差 (d-h)  5,768  3,946 ▲ 7,546  - 

区　　　　分 R2 決算 R3 決算 R4 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 R2 決算 R3 決算 R4 決算 R5 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入



２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

５ 団体改革の進捗状況（過去の行政経営推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

　当協会の経営上、大きな不安定要素である家畜共同育成場管理事業において、預託推進員を配置し
て預託頭数の確保に努めるとともに、繁殖方法を預託農家から希望の多い人工授精に変更し、家畜共同
育成場としての魅力を高めた。併せて、預託牛の飼養場所確保のため、県の牛舎増設と通年放牧により、
預託希望に対応することができ、その結果、預託頭数の確保が図られた。しかし、想定以上に飼料価格が
高騰したため、草地管理の徹底と放牧飼養頭数を増やすなど購入飼料量の削減に努めたほか、県から指
定管理料の補填を受け、収支を改善することができた。今後も飼料価格の高止まりが予想されるため、人件
費をはじめ、あらゆる経費の節減に努める必要がある。なお、令和4年度は、これまで新型コロナウイルス感
染症の影響により中止していた牧場参観会を再開するとともに、利用者アンケートも実施し、預託農家等か
らの意見要望を収集し、公共牧場としてのサービス向上にフィードバックする取組みを進めた。

　公益目的事業会計は、わずかな黒字であり収支相償の範囲であったが、法人会計で赤字となったため、
法人全体でも赤字となった。
　この要因は、これまで法人会計の定期預金で管理していた資金の一部を公益目的事業会計に振替えて
特定資産としたためである。

団体の自己評価 県所管課による評価
判定 評価 判定 評価
○ 　死亡獣畜処理施設整備積立資産の造成に

係る経費(資金移動)を除けば、法人全体とし
ては収支は黒字であり、公益目的事業のみを
実施している協会としては、妥当な収支であ
る。

○ 　金利の低下に伴い、基金運用益が年々減
少しているが、経費削減や会費の値上等の努
力により経営の健全性を保っていることは大きく
評価できる。

対応状況
団体記載 県所管課記載

コストを意識しながら事業を展
開

○ 　経営上最も大きな不安定要
素である家畜共同育成場管理
事業において、預託牛の安定
確保による収益増に取り組むと
ともに、入札による購入飼料の
調達と放牧地の利用率向上に
より、購入飼料費の縮減を図る
など経費節減に取り組んでい
る。

○ 　家畜共同育成場管理事業
は、経費削減を進めるとともに、
サービス向上など、利用者の満
足度を高めることにより、預託牛
が安定的に確保できるようになっ
た。その他事業についても同様
にコスト削減に努めている。

行政経営推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）
　当協会は、県の行政施策や団体の事業を補完す
る役割を果たしており、これからも必要な補助事業等
を積極的に受け入れて、確実に実施する。
　指定管理を受けている家畜共同育成場は、大家
畜経営を活性化する資源として大きな潜在能力を
有しており、これを活用して、養牛経営で最も重要な
課題である乳用種初妊牛及び肉用素牛の安定的
な確保に向けて取り組むとともに、放牧場本来の目
的である、放牧を活用した足腰の強い牛づくりを推進
する。
　畜産関係任意団体の多くは、農家数の減少等か
らその存続が危うくなりつつあるので、各団体の活動を
活性化することにより会員数の増加を図るとともに、
他団体との協力体制を構築して、各団体設立の所
期の目的達成に努める。
　畜産業に対して向かい風となる様々な社会環境変
化があった場合、その対応策として実施される新規緊
急対策事業の受け皿として当協会が期待されるが、
現状では、それらの事業の受け皿になりうる労働力や
経済力がない。そのため、今後は協会の体質強化に
努める。

　より高度な経営・衛生管理などの指導や支援を行
政機関やJAなどの団体に代わり実施している。
　また、全国的に乳用牛が不足し、市場価格の高騰
が続く中で、優良乳用後継牛の確保のため、家畜共
同育成場の施設と牧草地を最大限に活用して、より
多くの乳用牛を育成するなど、畜産協会は畜産専門
の指導・支援機関として大きな役割を果たしている。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）
　家畜共同育成場において、預託農家からの要望を
受けて導入した人工授精について、要望の高い種雄
牛を選定するとともに、受胎率の向上に努めることで、
預託牛確保の強化を図る。
　放牧地として回復した草地の維持管理に努め、牧
養力を更に高めることにより、放牧頭数の増加を推
進しコストの削減を図る。
　健康な良い牛を育てる上で重要な、発育状況把
握のための牛用体重計について、未設置施設への設
置を進める。
　死亡獣畜冷却運搬車の維持・更新については、更
新費用の積み立て及び事業運営費の確保のため、
関係機関や運搬車利用者の理解を得て、令和4年
度から運搬車整備維持負担金の徴収をはじめること
ができた。今後、コスト意識を高め運営費の節減を図
るとともに、更新費用の着実な積み立てを行う。

　家畜共同育成場については、預託農家の要望に
応えていく取組は、評価できる。
　死亡獣畜処理円滑化事業についても、県とともに
関係機関や運搬車利用者の理解に努めていただ
き、令和5年度からの安定的な事業運営につなげて
いくことを期待する。



Ⅴ　組織体制及び県の関与
１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位：人、千円）
区　分 R2 R3 R4 R5 備考（増減理由等）

常勤役員数  2  2  2  2 
うち県ＯＢ  1  1  1  1 
うち県派遣  -  -  -  - 

常勤職員数  17  19  18  17 嘱託職員1名の退職による減員

うち県ＯＢ  1  1  -  - 
うち県派遣  -  -  -  - 

県支出額  344,080  58,210  96,281  57,758 
補助金  293,674  2,924  2,718  3,084 .
委託金  50,406  55,286  93,563  54,674 令和4年度は、飼料費高騰により家畜共同育成場指定

管理料の補填金を受領
その他  -  -  -  - 

県からの借入金  -  -  -  - 
県が債務保証等を
付した債務残高  -  -  -  - 

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・損失補償等は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○ 　当協会は、既に団体統合により効率化を進めている。
　事務事業に係る業務量調査を実施し、労働力の過不足や職員個々の
仕事量のバランスの確認を行っている。
　家畜共同育成場の人員については、預託頭数の変化及び新たな技術対
応を考慮して、適正な人員配置を行っている。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

○ 　常勤役員に県OB1人を充てているが、畜産情勢に詳しい人材を公募によ
り採用した結果である。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

- 県からの派遣はない。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

- 該当なし

 県からの補助金等の
 支出や借入金等につ
 いて、必要性、有効
 性が認められるか

○ 令和4年度は、県補助金4事業、県委託金2事業を実施し、県補助金及
び委託金の総額は、96,281千円、団体収入に占める県負担割合は、
17.1％である。
　県委託事業、県補助事業とも県の役割を代替、補完する性格のものであ
り、必要な支出である。さらに、毎年度見直しを実施し、経費節減にも努め
ている。



Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組
１ 外部意見把握の手法及び意見

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

利用者等
意見交換会

○ - 　牧場参観会について、新型コロナ
感染症のため2年連続で中止した
が、令和4年度は農協単位の参観
会を複数回実施した。参観会では
利用者や関係農協と現場で意見
交換を行い、牧場運営の改善の資
料とした。

　給餌飼料の品質が高く、放牧地も
管理がされているため、育成成績に期
待がもてるなど高評価であった。
　また、電気牧柵に慣れた帰牧牛が
欲しいという要望があった。

その他
(利用者の意見
収集)

○ - 　県下に非常勤畜産コンサルタント
6名を配置し、農家巡回等を行い
畜産農家の意見を収集している。
特に、指定管理者として事業を行っ
ている家畜共同育成事業について
は、非常勤畜産コンサルタントのうち
4名が、預託推進員として預託希望
農家の意見要望を収集するととも
に、預託予定牛の健康相談等を
行っている。
　また、牧場職員も預託牛の入退
牧の折に、預託農家の意見を聴取
している。

　帰牧牛の状態が良い。
　自然交配は極力やめて欲しい(生産
子牛の市場価値が低い)
　飼料価格が高騰しており、資金繰り
を考えると交雑種子牛生産の比重を
高めたい（預託する乳用種子牛の生
産を減らしたい）

外部評価委員
会

○ ○ 　家畜共同育成事業については、
年1回県が開催する指定管理者評
価委員会において専門家による評
価を受けている。

　施設設置目的の達成、サービスの向
上、施設等の維持管理、草地の維持
管理、危機管理体制の構築に高い評
価を得た。
　一方、管理経費縮減の取組では、
放牧地を積極的に行い、購入飼料の
依存度下げることに期待するとの指摘
を受けた。

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ - 　家畜共同育成事業について、利
用者アンケートを行い、利用者の意
見・要望を収集し、事業の改善の参
考とした。
・帰牧牛の発育評価
・帰牧牛の問題点
・牧場への要望
・今後の牧場利用の考え方等

　帰牧牛の発育評価は、大半の預託
農家が大変良い、まあまあ良いと回答
しており、総合評価でも、まあまあ良い
以上の評価が8割であった。
　約3割の農家が、良い血統の自然
交配用種雄牛を確保し、価格の高い
子牛を生産できるようにして欲しいとい
う要望があった。
　今後の牧場利用については、ほとんど
の農家が、引き続き利用したいとのこと
だった。



２ 事業やサービスの見直し例
　家畜共同育成事業では、預託農家から希望があった人工授精について、令和元年度から繁殖方法を人
工授精主体に変更し、令和2年度からは、性判別精液の受胎率向上に努めている。なお、交配種雄牛の
選定については、預託農家の意見を参考に10種類程度(黒毛和種を含む)を選定し、その中から預託農家
が選べる方式とした。
　県や畜産関係団体に係る情報を協会ホームページに随時掲載し、県民に対し積極的な情報提供を行っ
た。
　生産現場や消費者の関心が高い、農場HACCP及びGAPの指導員資格や審査員資格を職員に取得さ
せ、生産現場からの指導依頼に対応できる体制の整備を進めている。
　豚熱の緊急対策事業について、畜産物供給の安全確保の観点から、可能な限り対応した。


